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社会福祉法人 からしだね うめだ・あけぼの学園 

                         

契約職員就業規則 

                   

まえがき 

 うめだ・あけぼの学園はキリスト教精神をその基本理念に置き「信仰と希望をもって隣人を愛する」実践、と

りわけ発達支援活動を使命としている。すなわち、障害乳幼児の早期診断、早期治療、早期教育の諸活動を医学、

心理学、教育学、福祉学などの連携により学際的に展開することによって、ハンディを背負って生きる子どもと

その家族を支援しようとするものである。                                                     

 学園に働く者はこの使命を十分に認識し相互の信頼と奉仕の精神を培い、自らの任務をよく果たし、もって学

園の使命遂行のために努力しなければならない。                   

                                                                                   

第 １ 章   総 則 

（目的）                                                                           

第１条  この就業規則は、社会福祉法人からしだね（以下「法人」という。）うめだ・あけぼの学園（以下「施

設」という。）の契約職員の就業に関する基本的事項を定めたものである。                         

２．この規則に定めた事項のほか、契約職員の就業に関する事項は、労働基準法その他の法令、規則の定

めるところによる。                                                   

（規則の遵守義務）                                                                 

第２条  法人・施設及び契約職員は本規則及び関係諸規定を守り、互いに協力して誠実にその職務を遂行しな

ければならない。                                             

（適用範囲）                                                                       

第３条  この規則で契約職員とは、就業規則第４条で定めた者をいう。                       

(1)常勤契約職員：１年以内の有期契約で正職員に準じ、特定の職種に雇用される者（無期労働 

契約に転換した者を含む）。 

(2)非常勤契約職員：特定の職種に、1年以内の有期契約で雇用され、かつ、所定労働時間が正 

職員よりも短い者（無期労働契約に転換した者を含む）。 

      (3)臨時契約職員：一時的な繁忙時期等に限って、期間を定めて雇用される者。 

                                   

                                                                                   

第 ２ 章   採 用 

（選考）                                                                           

第４条  法人・施設は、就職を希望する者の中から書類審査、筆記試験、面接および実習等により選考を行う。

                                                             

（任免）                                                                           

第５条  契約職員の任免は施設長が決定する。                                     

（採用決定者の提出書類）                                                           

第６条  契約職員として採用された者は、採用後２週間以内に次の書類を提出しなければならない。ただし、

選考に際し提出済みの書類については、この限りではない。また、施設が認めた場合はその一部を省略すること

がある。                              

(1)自筆の履歴書（採用時現在、写真添付）                                              

     (2)健康診断書（採用時前３ヶ月以内の診断書）                              

(3)住民票記載事項証明書                                                  

(4)誓約書・身元保証書（２名＝１名都内、１名親戚）                        

(5)免許または資格に関する証明書                                          

(6)卒業証明書                                                            

(7)履歴に関する在職証明書 （前職が常勤の場合）                           



2 

 

(8)年金手帳                                                              

(9)雇用保険被保険者であった者は、雇用保険被保険者証                      

(10)前職のある者で、独立行政法人福祉医療機構退職共済に入会しており継続を希望する者は、 

前職からの転出転入届   

(11)本人及び扶養親族の個人番号（「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用 

等に関する法律」に定める個人番号）が確認できる書類（原則として、個人番号カード又は 

通知カードとし、やむを得ない理由がある場合は、個人番号の記載のある住民票の写し） 

(12)本人確認のための写真付きの身分証明書（例：個人番号カード、運転免許証、パスポート等） 

の提示 

(13)その他法人・施設で必要とする書類  

   ２． 前項の提出書類の記載事項に異動を生じた場合は、その都度速やかに書面で施設に届け出なければ

ならない。 

   ３. 施設は本条等により得た個人情報の管理については、個人情報保護法の定める主旨・手続義務等に

基づき、これらの情報の開示・利用については慎重に取り扱う。           

（届出事項の変更）                                                                 

第７条  （削除）  

（労働条件通知書の交付）                                                           

第８条  法人・施設は契約職員の採用に当たっては、所定の労働条件通知書を交付する。               

                                                                                   

第 ３ 章   人 事 

（職務変更）                                                                       

第９条 業務の都合により職務変更を命ずることがある。転勤・職種変更に該当する変更は行わない。    

２．変更時期は、毎月実施する。 

（正職員への登用） 

第９条の２ 契約職員が希望した場合、正職員に登用することがある。その際正職員への登用基準は、以下のと

おりとする。 

(1)通算で1年以上在籍していること 

(2)直近１年間の全労働日の８割以上勤務していること（出勤率） 

(3)正職員採用と同様の書類審査、筆記試験、面接および実習等に合格すること 

  ２． ただし、前項各号については、施設長が必要が無いと認める場合には必ずしも満たすことを要しない。 

３. 転換時期は毎年４月１日とするほか、正職員の配置が必要となったときに随時実施する。 

（無期転換） 

第９条の３ 契約職員のうち、有期労働契約期間が通算５年を超えた者は、別に定める様式で申込むことにより、

現在締結している有期労働契約の末日の翌日から、期間の定めのない労働契約（無期労働契約）に転換すること

ができる。 

  ２. 前項の通算契約期間は、平成２５年４月１日以降に開始する有期労働契約を通算の対象とする。ただ

し、労働契約が締結されていない期間が連続して６ヶ月以上ある契約職員については、それ以前の契約期間は通

算契約期間に含めない。 

  ３. 第１項に該当する契約職員は、現に締結している有期労働契約の期間満了日の２ヶ月前までに申し込

むものとする。 

  ４. この規則に定める労働条件は、無期労働契約に転換した後も引き続き適用する。ただし、有期労働契

約更新時に見直し及び変更していた労働条件は、無期転換後においても定期的な見直し及び変更を行う。 

（休職） 

第９条の４ 契約職員が次の各号の一に該当したときは休職を命ずることがある。但し特別の事情が認められる

場合はこの限りではない。 

(1)業務外の傷病により欠勤し、欠勤日より３０日経過しても、なお療養を継続する必要があるた

め勤務できないと認められるとき 

(2)業務外の傷病により、通常の労務提供ができず、又その回復に一定の期間を要するとき   
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(3)前号のほか、特別の事由があり休職させることが必要と認めたとき 

（休職期間） 

第９条の５ 休職の期間は次の期間を限度として施設が定める。 

      但し、休職期間が雇用契約期間の残余の期間を上回るときには、雇用契約期間の満了日までとする。 

     (1)前条第１号及び第２号の場合 

勤続１年以上３年未満の者  ６０日 

勤続３年以上５年未満の者 １２０日 

勤続５年以上の者     ２４０日 

２．施設が特に必要と認めたときは、前項の期間を延長することがある。 

３．休職期間の起算日は、前条各号の一に該当した日とする。 

４．休職者が前(1)～(3)号の休職期間満了前に復職し、再び同一又は類似の事由(2)前条第３号の場合、必

要と認めた期間 

第９条の６ 休職中の契約職員が次の各号のいずれかに該当するとき、そのときをもって休職期間が満了したも

のとみなすことがある。 

(1)専心療養に努めないとき 

(2)他から給与または報酬を受けたとき 

(3)休職事由が消滅したにもかかわらず届出を怠ったとき 

（復職） 

第９条の７ 休職期間内に休職事由が消滅したときは復職させる。 

  ２．休職期間が満了しても休職事由が引き続き存するときは退職とする。 

  ３. 休職事由が消滅し通常の勤務に従事できるようになったときは、所定の復職願いに必要事項を記入の

うえ、施設に提出し承認を得ること。また、傷病による休職であった場合は医師の診断書を添付するものとす

る。 

（休職期間中の取り扱い） 

第９条の８ 休職期間中は原則として無給とし、給与および手当の支払いはしない。 

  ２．休職により給与が支払われない月における社会保険料の被保険者負担分、住民税等については、休職者

は、施設の指定する日まで支払うものとする。 

  ３．休職する者は、施設が復職のために行う施策に協力しながら健康回復に努めなければならない。 

  ４．前項の休職者は、原則として１ヶ月に１回、定期的に健康回復状況を報告しなければならない。 

 

（退職） 

第１０条 契約職員が次の各号の一に該当するに至ったときはその日を退職の日とし契約職員の身分を失う。  

(1)本人の都合により退職を願い出て施設の承認があったとき                  

(2)死亡したとき                                                          

(3)無期労働契約に転換した契約職員が定年に達したとき 

(4)期間を定めて雇用した者の雇用期間が満了したとき                        

(5)行方不明などで無断欠勤が続き、暦日の３０日以上連絡がとれないとき(退職の意思表示をした 

ものとして扱う）                                    

(6)法令をもって就業を禁ぜられたとき                                      

（退職手続き）                                                                     

第１１条 契約職員が退職を希望する場合は、少なくとも１ケ月前までに退職願を提出しなければならない。 

   ２．前項の規定により退職願を提出したものは法人・施設の承認があるまでは従前の業務に服さなければ

ならない。                                                   

（定年）                                                                           

第１２条 無期労働契約に転換した契約職員の定年は満６０歳とし、当該年度に達した日の属する年度の末日を

もって自然退職とする。但し、本人が希望し、解雇事由又は退職事由に該当しない者であって、高年齢者雇用安

定法一部改正法附則第３項に基づき効力を有することとされる改正前高年齢者雇用安定法第９条第２項に基づ

く労使協定の定めるところにより、次の各号に掲げる（以下「基準」という。）のいずれにも該当する者につい

ては、６５歳まで再雇用し、基準のいずれかを満たさない者についても、基準の適用年齢まで再雇用する。 
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(1)定年退職６ヶ月前の時点で、引き続き勤務することを希望し、気力について適当と認められる 

こと。 

(2)過去３ヶ年以内に懲戒処分を受けていないこと。 

(3)直近３ヶ年の定期健康診断結果を医師が判断し、就業が不適当との意見を出していないこと。 

(4)再雇用の期間中において良好に勤務することが見込まれること。 

(5)再雇用職員の配置を可能とする業務が見込まれること。 

(6)過去３ヶ年の出勤率が８０％以上であること。 

(7)直近３ヶ年の人事考課の平均がＢ以上であること。 

２．前項の場合において、次の表の左欄に掲げる期間における当該基準の適用については、同表の左欄

に掲げる区分に応じ、それぞれ右欄に掲げる年齢以上の者を対象に行うものとする。 

平成25年4月1日から平成28年3月31日まで 61歳 

平成28年4月1日から平成31年3月31日まで 62歳 

平成31年4月1日から平成34年3月31日まで 63歳 

平成34年4月1日から平成37年3月31日まで 64歳 

３．第１項にかかわらず、満６０歳を超えて無期労働契約に転換した契約職員の定年は満６５歳とし、

６５歳に達した日の属する年度の末日をもって自然退職とする。 

４．再雇用する契約職員の雇用期間は１年以内の更新制とし、労働条件は個別に定める。 

５．定年後引き続いて雇用されている期間は、無期転換申込権は発生しない。 

（満６０歳以上の新規雇用者） 

第１２条の２ 有期契約職員の雇用期間の上限は、原則として、満６５歳以上に達した日の属する年度の末日ま

でとする。 

（解雇）                                                                      

第１３条 契約職員が次の各号の一に該当する場合は解雇することができる。           

(1)精神・身体の障害または虚弱・疾病により職務に耐えられないと認められるとき             

(2)無断欠勤が２週間におよんだとき                                        

(3)採用の際提出した書類に重大な虚偽の記載が認められたとき                

(4)業務成績又は業務能率が著しく劣り、向上の見込みがなく、就業に適さないと認められたとき 

(5)勤務状況が著しく不良で、改善の見込みがなく、契約職員としての職責を果たし得ないと認め 

られたとき                                      

(6)業務上の疾病により療養開始後３年を経過しても治らない場合であって打切補償（傷病補償年 

金を受け取ることになった時を含む。）を行ったとき    

(7)懲戒解雇の基準に該当したとき                                          

(8)その他前各号に準じ、やむを得ない事由があるとき                        

   ２．次の各号の事態が発生した場合は契約職員を解雇することができる。         

(1)天災事変その他やむを得ない事由により事業の継続が不可能となったとき    

(2)事業の変更、業務の縮小、事業所閉鎖、または設備の変更等により剰員を生じたとき         

(3)その他業務上やむを得ない事由があるとき                                

（解雇の制限）                                                                     

第１４条 前条の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する期間は解雇しない。但し第１号の場合において労

働者災害補償保険法第１９条の要件を満たす場合はこの限りではない。                                 

(1)業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のため休業する期間及びその後３０日間              

(2)産前産後の女性契約職員等が第２７条の規定により休業する期間及びその後３０日間  

      ２．前項の定めにかかわらず、前条第２項第１号の場合で、所轄労働基準監督署長の認定を受けたときは

この限りではない。                                             

（解雇の予告）                                                                     

第１５条 第１３条各号による解雇は、３０日前に本人に予告するかまたは労働基準法に規定する平均賃金の 

３０日分に相当する予告手当を支給する。なお、予告の日数は、平均賃金を支払った日数だけ短縮することがあ
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る。    

２．第４２条第１項第７号または第２項第１号により解雇する場合で、所轄労働基準監督署長の認定を受

けたとき、及び各号の一に該当する契約職員を解雇する場合は、前項を適用しない。                   

(1)日々雇用される者（１ヶ月を超えて引き続き雇用された者を除く。）        

(2)２ヶ月以内の期間を定めて雇用される者（その期間を超えて引き続き雇用された者を除く。）  

 

第 ４ 章   服 務 

（服務の基本）                                                                    

第１６条 契約職員はその社会的責任を自覚して業務に専念する。また、この規定のほか、業務上の指示命令に

従い、互いに協力して常に業務の効率化、知識技能の向上、人格の陶冶に努力しながら、職場の秩序を維持しな

ければならない。                         

 (遵守事項）                                                                       

第１７条 契約職員は、次の事項を守らなければならない。                           

(1)職務に関しては諸規則を守り、上司の職務上の指示命令に従うこと          

           (2)常に健康に留意し、健全な態度をもって勤務すること                      

           (3)利用者に対し親切、丁寧、敏速を旨としいかなる階層、職業の者にも差別待遇をせず、責任を 

もって勤務すること                                  

         (4)施設の備品類を大切にし、消耗品の節約に努める。また書類は丁寧に取り扱い、その保管を厳 

にすること                                          

          (5)職場の整理、整頓に努め、常に清潔を保ち、盗難・火災の防止に努めること                 

        (6)施設の内外を問わず、在職中または退職後においても、業務上の秘密事項の他、施設の不利益  

            となる事項を他に漏らさないこと                      

           (7)許可なく勤務以外の目的で施設の設備､車両､機械､器具､備品その他の物品を使用しないこと 

      (8)業務を妨害、職場の風紀、秩序を乱さないこと                            

       (9)勤務時間中にみだりに職場を離れないこと                                

       (10)施設における地位を利用して私利を計らないこと                         

       (11)業務に関して供応および贈与を受けないこと                             

       (12)許可なくして他に就職、就労、通学したり営業を営まないこと             

       (13)施設長の許可を得ずに施設内で集会を開催したり、文書等の印刷物の掲示をしないこと 

       (14)酒気を帯びて就業しないこと                                           

      (15)職場において相手の望まない性的言動によって、他の職員に不利益や不快感を与えたり、職場 

        の就業環境を悪くしないこと。                         

      (16)正当な理由なく、無断欠勤及び遅刻、早退しないこと                     

           (17)常に品位を保ち、施設の名誉または信用を傷つける行為をしないこと       

      (18)勤務中は、業務を行うのにふさわしい服装を着用し、身だしなみ、名札等に関して施設の指示 

       がある場合、それに従うこと                         

      (19)本来の業務の範囲を逸脱して、契約職員の人格と尊厳を侵害する言動を繰り返し、就業環境を 

        害さないこと                                       

      (20)所定の場所以外で火気を取り扱ったり、喫煙をしないこと。               

      (21)個人的な電子メールを送受信したり、ホームページを閲覧したりするなど、業務以外の目的で 

       施設の情報機器を使用しないこと                   

      (22)利用者情報その他の施設の所有する情報を業務目的以外に使用したり、第三者に開示・提供し 

       ないこと                                           

      (23)許可なく、競業行為を行わないこと           

２．契約職員は、施設内に日常携帯品以外の私品を持ち込んではならない。契約職員が日常携行品以外の

私品を持ち込み、または、施設の物品を事業場外に持ち出すおそれがある場合、施設は、必要と所持品の点検を

求めることがある。契約職員は正当な理由なくしてこれに応じなければならない。 

３. 職員は、施設が貸与したパソコンを業務遂行に必要な範囲で使用するものとし、私的に利用してはな
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らない。施設は、必要と認める場合には、契約職員に貸与したパソコンに蓄積されたデータ等を閲覧することが

できる。 

４.契約職員は、番号法等に基づき、法人・施設の個人番号の提供の求め及び本人確認に協力しなければ

ならない。 

 

（職場におけるハラスメントの禁止） 

第１７条の２ パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント及び妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメ

ントについては、第１７条（遵守事項）及び第４０、４１、４２条（懲戒）のほか、詳細は「職場におけるハラ

スメントの防止に関する規程」により別に定める。 

 

（個人情報及び特定個人情報の保護） 

第１７条の３ 契約職員は、法人・施設及び利用者等に関する情報、個人情報及び特定個人情報等の管理に十

分注意を払うとともに、自らの業務に不当に取得してはならない。 

２. 契約職員は、職場又は職種を異動あるいは退職するに際して、自らが管理していた法人・施設及び利

用者等の情報、個人情報等に関するデータ・情報書類等を速やかに返却しなければならない。 

３. 法人・施設における特定個人情報等の取扱いの詳細については、特定個人情報等取扱規程に定める 

                                                                                                   

                                  

第 ５ 章   勤 務 

（出勤）                                                                           

第１８条 契約職員は各自の就業時間までに出勤し、自ら所定の出勤記録に出勤時間を記さなければならない。

但し、緊急やむを得ない事由で記録できないときは、事後遅滞なく届けなければならない。 

                                           

（労働時間及び休憩）                                                              

第１９条 就業日の就業の時刻並びに休憩時間については職種等により異なる。それについては、正職員の所定

労働時間を超えない範囲で、労働条件通知書に明記する。           

   ２．法人・施設は業務の都合により所定の就業時間を超えて勤務させることがある。ただし、この場合は

本人の同意を得るものとする。                                     

（待機） 

第１９条の２ 施設は、職員に対し、業務上の必要性がある場合に緊急連絡手段の確保のため、就業時間外及

び休日に携帯電話等の情報機器を貸与し、その電源を入れておくよう命じる事がある。 

   ２．前項の規定により、携帯電話等の情報機器の貸与を受けた職員は、その情報機器類を私的に利用し

てはならない。 

（遅刻・早退および外出）                                                          

第２０条 契約職員が遅刻・早退または勤務時間内に外出するときは、予め施設長に届け出てその許可を受けな

ければならない。緊急やむを得ない事由で、事前に願い出ることができなかったときは、事後遅滞なく承認を受

けなければならない。                     

（欠勤）                                                                           

第２１条 病気その他やむを得ない事由により欠勤するときは、事前に施設長に届け出て承認を受けなければな

らない。事前に願い出ることができなかったときは前条に準ずる。   

      ２．病気欠勤の日数が４日以上に及ぶとき、前項の他、医師の診断書等の提出を依頼する場合がある。 

   ３．前２項の予定日数を経過してもなお引き続き欠勤するときは、さらにこの手続きをとらなければなら

ない。                                                

（休日）                                                                           

第２２条 休日は労働条件通知書に定める日とする。                                   

   ２．業務の都合でやむを得ない場合は、休日を原則として１週間以内の他の日に振り替えることがある。 

（出張）                                                      

第２３条 施設長は、業務上必要とする場合は、契約職員に出張を命ずる。            
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   ２．出張その他業務上の必要から施設外で勤務する場合で、勤務時間を算定しがたいときは、所定の勤務

時間を勤務したものとみなす。ただし、当該業務を遂行するためには、通常所定労働時間を超えて労働すること

が必要になる場合においては、当該業務に関して、当該業務の遂行に通常必要とされる時間勤務したものとみな

す。                   

（年次有給休暇）                                                                   

第２４条 施設は、毎年４月１日から翌年３月末日までを休暇年度とし、１年以上継続勤務し、前年度の所定労

働時間の８割以上出勤した週１日以上勤務の契約職員に対しては、次の表のとおり勤続年数に応じた日数の年次

有給休暇を与える。ただし、勤続年数の算定は、１ヶ月未満の日数を１ヶ月に切り上げて行う。 

３月末日現在の 

勤続年数 

１年以上 

１年６ヶ月 

以下 

２年 

６ヶ月 

以下 

３年 

６ヶ月 

以下 

４年 

６ヶ月 

以下 

５年 

６ヶ月 

以下 

５年 

７ヶ月以下 

年休日数 １１日 １２日 １４日 １６日 １８日 ２０日 

     ２．前項にかかわらず、新たに採用した契約職員が６ヶ月間継続勤務し所定労働日の８割以上出勤したと

きは、次の表のとおり年次有給休暇を与える。 

 入職日 ４月１日～９月３０日 １０月１日～３月３１日 

６ヶ月後年休日数 １０日 ０日 

 次年度年休日数 １１日 １０日 

 

週の所定労働時間 週の所定労働日数 １年間の所定 

労働日数 

継続勤務年数 

0.5  1.5  2.5  3.5  4.5  5.5 6.5以上 

 ３０時間以上 

 

10日 

 

 11日  12日  14日  16日  18日 20日 

  

 

３０時間未満 

５日以上 217日以上 

４日以上 

 

169～216日 

121～168日 

73～120日 

48～72日 

 7日   8日   9日  10日  12日  13日 15日 

３日以上 121～168日  5日   6日   6日   8日   9日  10日 11日 

２日以上 73～120日     3日   4日   4日   5日   6日   6日 7日 

１日以上 48～72日  1日   2日   2日   2日   3日  3日 3日 

      ３.年次有給休暇は、半日単位で取得することができる。ただし、休憩４５分未満又は勤務６時間未満の

勤務日は除く。 

４．年次有給休暇を請求しようとする契約職員は、事前に施設長に申し出なければならない。ただし、業

務の正常な運営を妨げる場合は、その時季を変更することができるものとする。              

５．第１項又は第２項の年次有給休暇が１０日以上与えられた職員に対しては、前項にかかわらず、付

与日から１年以内に、当該職員の有する年次有給休暇日数のうち５日について、施設が職員の意見を聴いた上

で、あらかじめ時季を指定して取得させる。ただし、職員が前項の規定による年次有給休暇を取得した場合に

おいては、当該取得した日数分を５日から控除するものとする。  

６.第１項又は第２項の年次有給休暇を取得出来る期間は付与の日から２年間とする。                 

      ７.次の期間は、第１項又は第２項の出勤率の算定上、出勤したものとみなす。                    

(1)業務上の疾病による休業期間                                                           

          (2)年次有給休暇、生理休暇、育児・介護休業法による休業期間、特別休暇及び産前産後休暇 

８．年次有給休暇の期間については、所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支払う。    

（年次有給休暇の時間単位での付与） 

第２４条の２  職員代表との書面による協定に基づき、前条の年次有給休暇の日数のうち、１年について５日

の範囲で次により時間単位の年次有給休暇（以下「時間単位年休」という。）を付与する。 

２．時間単位年休付与の対象者は、すべての職員とする。 

３．時間単位年休を取得する場合の、１日の年次有給休暇に相当する時間数は、以下のとおりとする。 

① 所定労働時間が平均６時間の者…６時間 

② 所定労働時間が平均６時間を超え７時間以下の者…７時間 

③ 所定労働時間が平均７時間を超え８時間以下の者…８時間 

④ ①～③以外の平均所定労働時間の者については、上記にならい、所定労働時間が平均１時間未満
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の超えた時間に対し、切り上げた時間数 

４．時間単位年休は１時間単位で付与する。 

５．本条の時間単位年休については、所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支払う。 

６．上記以外の事項については、前条の年次有給休暇と同様とする。 

（欠勤の振替）                                                                     

第２５条 欠勤は、本人の申し出により施設長が認めた場合は、残存有給休暇日数の限度内で年次有給休暇に振

り替えることができる。                                     

   ２．実習等の欠勤は、事前に（原則として年度始め）施設長の許可を得るものとし、原則として有給休暇

をこれにあてる。                                             

（生理休暇）                                                                       

第２６条 女性契約職員で生理日の就業が著しく困難な者には、生理休暇を与える。但し無給とする。     

   ２．生理休暇を受けようとする者は、その期間を施設長に届けなければならない。   

   ３．但し、残存有給休暇の限度内で、年次有給休暇に振り替えることができる。     

（産前産後休業）                                                                   

第２７条 ６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内に出産する予定の女性契約職員には、請求により産前休業

を与える。                                                                   

   ２．産後は出産日より８週間の産後休業を与える。但し、産後６週間を経過した女性契約職員が請求し、

その者について医師が支障がないと認めた業務に就かせる場合はこの限りではない。                   

    ３．産前、産後休業は無給とする。 

４．被保険者である職員が産前産後休業を取得した場合は、学園は年金事務所に（保険料免除）申出書

を提出するものとする。                                             

（母性健康管理の措置）                                                                             

第２８条 妊娠中及び出産後１年を経過しない女性契約職員が母子保健法による健康診査等のために勤務時間

内に通院する必要がある場合は、請求により次の範囲で時間内通院を認める。                           

(1)妊娠２３週まで                    ４週間に１回 

       (2)妊娠２４週間から３５週まで        ２週間に１回 

            (3)妊娠３６週間以降                  １週間に１回                  

但し医師または助産師の指示等がある場合にはその指示による回数を認める。              

２．妊娠中及び出産後１年以内の女性契約職員が医師等から勤務内容が健康 状態に支障を及ぼすとの指

示を受けた場合は、「母性健康管理指示事項」の症状に対応して業務負担の軽減、勤務時間の短縮、休業などを

認める。                                                 

３．本項に係る賃金は無給とする。                                                            

（育児休業）                                                                                       

第２９条 契約職員で、１歳に満たない子と同居し養育する者は、申し出により育児休業をとることができ、ま

た育児短時間勤務の適用を受けることが出来る。                         

    ２．前項の適用を受けることのできる契約職員の範囲、その他必要な事項については「育児・介護休業

等に関する規則」に定めるところによる。                                       

（介護休業）                                                                                       

第３０条 契約職員のうち必要のある者は、施設長に申し出て介護休業をとることができ、また、介護短時間勤

務の適用を受けることが出来る。                                       

２．前項の適用を受けることのできる契約職員の範囲、その他必要な事項については「育児・介護休業

等に関する規則」に定めるところによる。                                       

                                                                                                   

第 ６ 章   給 与 

（給与）                                                                                   

第３１条 労働条件通知書により各人ごとに定めて支給する。                          

（昇給）  

第３１条の２ 契約職員が契約を更新する場合、原則として毎年１回、４月に昇給の判定を行う。 
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２．昇給の判定は、それぞれの職種に期待された勤務遂行成績、資格、学歴、家族状況、際立った功

績、その他を考慮して行う。 

                                                                                  

第 ７ 章   安 全 衛 生 

（安全保持）                                                                       

第３２条 施設は契約職員の健康管理、増進に努め、災害予防のため安全設備及び環境の改善充実に努めなけれ

ばならない。                                          

   ２．契約職員は常に災害の防止及び職場の安全保持に努めなければならない。     

（衛生管理）                                                                       

第３３条 契約職員は安全及び衛生に関する規則を守り、健康の保持及び疾病災害の予防に努めなければならな

い。                                                         

第３４条 契約職員は施設内外の清潔に留意し、職場の換気、採光、保温及び防湿等の衛生管理の保持に努めな

ければならない。                                             

（災害防止）                                                                       

第３５条 契約職員が災害の発生を知り、またその危険を予知したときは、直ちに上司に報告し、その指示を受

けなければならない。但し急を要するときは、臨機の処置をとり直ちに上司に報告する。細則については別に規

定する。                                 

（就業禁止）                                                                       

第３６条 次の各号の一に該当する契約職員は医師の認定に従い就業を禁止する。      

(1)他人に伝染するおそれのある疾患にかかった者                            

       (2)その他医師が就業不適当と認めた者                                      

（健康診断）                                                                       

第３７条 社会保険適用の契約職員は、毎年定期的に健康診断を受け、その結果を施設長に提出する。 

２．健康診断の結果、休養を要すると認められた者に対しては、勤務の停止・時間の短縮・職場の転換・ 

治療その他保健衛生上必要な措置をとらなければならない。         

  ３．施設の給食調理業務に従事する契約職員は、毎月１回以上の検便を行わなければならない。     

                                                                                

第 ８ 章  災 害 補 償 

（災害補償）                                                                       

第３８条 契約職員が業務上負傷し、または疾病にかかったときは労働基準法（第８章）の規定に従い、療養補

償、障害補償、休業補償を行う。なおその契約職員が死亡したときは遺族補償を行い葬祭料も支給する。 

２．前項の対象者が、同一の事由について労働者災害補償保険法に基づいて災害補償に相当する給付が行

われるべき場合については前項の規定は適用しない。               

                                                                                   

第 ９ 章  表 彰 

（表彰）                                                                           

第３９条 契約職員が担当職務に熟達し、献身的な努力をもって職務に精励すること多年にわたったとき、又は

特に表彰にあたいする業績のあったときはこれを表彰する。       

     ２．表彰は賞状を授与してこれを行い、副賞として金品を付することがある。       

                                                                                   

第 １０ 章  懲 戒 

（懲戒の種類・程度）                                                              

第４０条 懲戒は、次の区分により行う。                                             

(1)訓戒   口頭または文書をもってその責を問い、将来を戒める。              

      (2)譴責   口頭または文書により厳重注意を申し渡し、始末書を提出させる。    

      (3)減給   始末書を提出させ、将来を戒めるとともに賃金を減給する。この場合、減給の額は 

１回の事案について平均賃金の１日分の半額を超えることはなく、また、総額が１ヶ 

月の賃金総額の１割を超えることはない。                        
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      (4)出勤停止 文書を持って行為を咎め、将来を戒めるとともに、３０日以内の期間を定めて出勤 

を停止し、その期間中の賃金は支払わない。          

      (5)昇給停止  次期昇給を１年超えない範囲内において延期する。                  

        (6)降格   始末書を提出させ、文書を持って行為を咎め、将来を戒めるとともに、上級職位を 

解任して下級職位に就ける。                         

          (7)諭旨退職  懲戒解雇相当の事由がある場合で本人に反省が認められるときは、退職願を提出す 

るよう勧告する。ただし、勧告した日から３日以内にその提出がないときは懲戒解雇 

とする。                           

          (8)懲戒解雇  予告期間を設けることなく即時解雇する。この場合において所轄労働基準監督署長 

の認定を受けたときは、解雇予告手当を支給しない。また、退職金の全部または一部 

は支給しない。                    

（訓戒、譴責、減給、出勤停止、昇給停止及び降格）                                   

第４１条 契約職員が次の各号の一に該当するときは、情状に応じ、訓戒、譴責、減給、出勤停止、昇給停止ま

たは降格とする。                                           

(1)就業規則その他、施設の諸規則に違反する行為があったとき                    

           (2)正当な理由なく、無断で遅刻・早退・私用外出および欠勤するなど勤務を怠ったとき  

           (3)故意または重大な過失により施設に相当の損害を与えたとき                     

          (4)業務上故なく上司の指示に従わず専横的行為をして職制を乱したとき             

           (5)業務上の怠慢・不行き届きにより、災害・事故をひきおこしたとき               

           (6)素行不良で施設の秩序または風紀を乱したとき                                 

           (7)正当な理由なく異動・業務の配置転換に応じないとき                           

           (8) パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント又は妊娠・出産・育児休業に関するハラスメ

ントによって、他の職員に不快な思いを抱かせたとき、又は就業環境を害したとき 

          (9)許可なく法人・施設の文書、帳簿、その他の書類（番号法上の特定個人情報を含む）を部外者 

       に閲覧させ、又はこれに類する行為があったとき 

(10)第１７条及び第１７条の３の定めに違反した行為があったとき                          

          (11)その他前各号に準ずる不都合な行為があったとき                               

（諭旨退職及び懲戒解雇）                                                           

第４２条 契約職員が次の各号の一に該当するときは、懲戒解雇とする。ただし、情状により諭旨退職すること

がある。                                                     

(1)正当な理由なく無断欠勤が継続して暦日の１４日以上に及ぶとき                

(2)無許可欠勤が継続して暦日の１４日以上に及び、出勤の督促に応じないとき       

(3)しばしば遅刻、早退及び欠勤を繰り返し、そのため施設の業務運営に著しく支障を与え、注意 

を与えてもなお改善の見込みがないとき                         

(4)故意または重大な過失により施設に重大な損害を与えたとき                     

(5)素行不良で著しく施設内の秩序または風紀を乱したとき                         

(6)他の職員に対して不当に退職を強要したとき（パワーハラスメント、セクシュアルハラスメン

ト又は妊娠・出産・育児休業に関するハラスメントによって退職を余儀なくさせるケースも含む。）

                                 

(7)職場において暴行・脅迫・監禁その他、社内の秩序を著しく乱す行為をしたとき（パワーハラ

スメント、セクシュアルハラスメント又は妊娠・出産・育児休業に関するハラスメントのケース

も含む。）      

(8)職場において職責など立場を利用して性的な強要をしたとき                     

(9)故意に業務の能率を阻害しまたは業務の遂行を妨げ施設に損害を与えたとき（パワーハラスメ

ント、セクシュアルハラスメント又は妊娠・出産・育児休業に関するハラスメントのケースも含

む。）   

(10)刑事事件に関し犯罪事実が明白なとき  

(11)施設内における窃盗、横領、傷害等刑法犯に該当する行為があったとき、またはこれらの行為 
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が施設外で行われた場合であっても、それが著しく施設の名誉若しくは信用を傷つけたとき 

(12)重要な経歴を偽り、その他不正手段によって入職したとき   

(13)許可なく在職のまま他人に雇用され施設の職務に影響をおよぼしたとき             

(14)正当な事由なく、しばしば業務上の指示、命令に従わなかったとき                 

(15)相手方の望まない性的な言動によって、円滑な職務遂行を妨げたり、職場の環境を悪化させ

た 

り、またはその性的言動に対する相手方の対応によって、一定の不利益を与えるような行為を

とったとき                                                    

(16)許可なく職務以外の目的で施設の施設、物品等を使用したとき                  

(17)職務上の地位を利用して私利を図り、または取引先等により不当な金品を受け、若しくは求め、 

または供応を受けたとき  

(18)私生活上の非違行為や施設に対する誹謗中傷等によって施設の名誉信用を傷つけ、業務に重 

大な悪影響を及ぼすような行為があったとき                         

(19)施設の業務上重要な秘密を外部に漏洩して施設に損害を与え、または業務の正常な運営を阻 

害したとき                                                       

(20)許可なく、法人名や施設名を用いて、情報を外部に発信したとき  

(21)前条で定める処分を２回以上に渡って受け、なお改善の見込みがないとき          

(22)第１７条及び第１７条の２、及び第１７条の３の規定に違反するきわめて重大な行為があっ

たとき  

(23)その他前各号に準ずる重大な行為があったとき 

（損害賠償）                                                                                      

第４３条 契約職員が故意または重大な過失によって法人・施設に損害を及ぼしたときは懲戒に処するほか、そ

の損害を賠償させることがある。  

（自宅待機） 

第４４条 制裁に該当する行為があった者について、事実調査のために必要がある場合 は、その処分が決定さ

れるまでの間、自宅待機とすることがある。  

       ２．自宅待機期間中は無給とする。  

     

 

第 １１ 章  雑 則 

（実施規定） 

第４５条 この規則に規定するもののほか、実施の細部についての必要事項は法人理事会の承認を得て施設長が

定める。                                                  

（改正） 

第４６条 この規則の改定は、職員の代表者の意見を聞いた上で、法人理事会の議決により行う。           

 

附 則 

この規則は２００３年４月１日より施行する。                                                        

この規則は２００８年４月１日より施行する。                                             

この規則は２００８年６月１日より施行する。                                             

この規則は２０１３年４月１日より施行する。   

この規則は２０１４年４月１日より施行する。 

この規則は２０１６年４月１日より施行する。 

この規則は２０１６年７月１日より施行する。 

この規則は２０１７年４月１日より施行する。 

この規則は２０１８年４月１日より施行する。 

この規則は２０１９年４月１日より施行する。 

この規則は２０２２年４月１日より施行する。 
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この規則は２０２３年１１月１日より施行する。 


